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合 計 386,394人 151,511人（失業者総数の39％）
(内 訳)
給 料 生 活 者






































3,432,00 1,323,800 689,300 6,190 μ 道路、上下水道、河川埋
立





;;3 2,758,000 |,148,600 6日,600 4.880 μ 上下水道、道路、河港、
河川、埋立、砂採取









































































































































































































































治 水 事 業 費 繰 上
治 水 事 業 費 追 加
治水事業新規河川費
砂 防 費 補 助
砂 防 事 業 費
河 川 改 良 費 補 助
水 制 統 制 調 査 費




















国 道 改 良 費
軍 事 国 道 改 良 費
国 道 改 良 費 補 助
府 県道 改良 費補 助














港 湾 改 良 費 繰 上
港 湾 修 築 費 追 加
港 湾 改 良 新 規

































い。事業予算についてみると、当初の総額8 億円は、国の負担6 億円、地方の負担2 億円であった。
しかし実際の3 ヶ年度の支出は国庫負担は約5 億円となり、地方負担は約3 億円となって地方負担













3 。 内務 省土 木 局 に おけ る時 局 匡救 事業
時局匡救事業について、内務省土木局管轄の河川・道路・港湾事業についてみよう。事業費総額
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表－5 時局匡救土木事業費の内訳
①内務省土木局所管時局匡救土木事業費 (単位千円)
















事 業 費 総 額91,199 国庫負担額58,410府県負担額29.236町村負担額3,553
備 考
うち中小河川改良事業費
う ち 府 県 執 行












うち府県執行 砂防工事 14,475 8.750 5,725 1/2～2/3 の国庫補助
う ち 直 轄 事 業 費
う ち 直 轄 治 水 事 業

















う ち 直 轄 国 道 改 良 24,506 16,839 7,667
う ち 府 県 執 行 改 良 61,603 22,080 39,523 1/3補助
うち町村執行の道路改良 97,101 72,827 24,274 3/4国庫補助(府県を通じて)
④港湾関係事業費 (単位千円)
事 業 費 総 額22,543 国庫負担額13,380府県負担額8,206町村負担額957
備 考
う ち 直 轄 事 業 費 5,018 3,618 1,400
規定費の繰上十関門海峡の
改良及び新規
う ち 府 県 執 行 の
地 方 港 湾 改 良 費
13,64∠1 6,838 6,806 1/2国庫補助
う ち 町 村 執 行 の
地 方 港 湾 改 良 費
3,881 2.924 957 3/4国庫補助( 府県を通じて)
⑤事業費別執行額 (単位千円)
















A 計口 口 296,953（100% ） 183,536(62 ％) 84,633(28%) 28,763（10%)
（注) 武井群嗣「匡救事業の善後措置」『水利 と土木』 第8 巻第4 号1935 年に基づき作成
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表－6 愛知県下の時局匡救事業
①愛知県 自昭和7 年度至昭和9 年度 産業開発農村振興道路改良事業費総括表
年度別
事業別




















府 県 道 改 良 事 業)
273,000 270.000 171.000 714,000 1/3 238,000
農村振興市町村道改良事業 783.70) 764,000 184,000 1.731,700 3/4 1.298.775 7,333.30
計 1,089,700 1,313,000 355.000 3,477.700 - 1.880,775 7,333.30
名 古 屋 市 街 路 改 良 事 業 378,000 150.000130,000 558,000 1/3 186,000
国 道 改 良 事 業 - - 50,000 50,000 1/2 25,000




年度別 事 業 別 総工事費 箇所数
直 営 地 元 負 担 一 般 請 負
工 事 費 箇所数 工 事 費 箇所数 工事費 箇所数
7 年度
産 業 開 発 府 県










農村 振 興 府 県
道 改 良 事 業
237,392.00 H 193,686.45 9 43,705.55 2
農 村 振 興 市 町
村 道 改良 事 業
818,618.01 272 131,451.78 36 656,850.91 226 30,315.32 10
8 年度
府県道改良事業 253,700.00 7 253,700.00 7
府 県 道 路
改 良 事 業
245,453.00 13 228,150,00 12 17,303.00 1
農 村 振興 市 町
村 道 改良 事 業
793,474.00 289 74.505.96 19 710,568.33 268 8,399.75 2
9 年度
府 県 道 路
改 良 事 業
155,455.00 18 155,455.00 18
農 村 振興 市 町
村 道 改良 事 業
195.196.66 216 6,061,03 6 186,986.62 207 2.149.01 3
国 道 改良 事 業 50,000.00 I























































物川)、広島市( 太田川)、岡山市( 旭川)、福山市( 芦田川)、和歌山市( 紀の川)、鳥取市( 千代川)、



































































































）加瀬和俊「戦前日本における失業救済事業の展開過程（一）jr 社会科学研究」第43 巻 第3 号 東大社会科
学研究所1991 年10 月pp.189 ～1904


























































）「産業振興 と土木事業」『港湾』第10 巻第2 号1932 年23
）当時、中小河川の治水事業について産業開発に資することが主張されていた。（湯沢三千男「産業の開発と治
















「協力内閣最初の地方長官会議」「水利 と土木」第5 巻8 号1932年31









唐沢俊樹「農村振興事業に就て」『道路の改良』第14 巻9 号 道路改良会1932 年35
）内務省土木局「農村振興土木事業執行の状況」『水利と土木』第6 巻2 号1932 年36
）前掲34)
なお1932 年度の農村振興土木事業開始にあたり、栃木県は次のように述べている。1/2 は人口に振り当て、残









）「時局匡救に関する事務打合会議」『水利 と土木』第5 巻9 号1932 年41




）田中俊一「農村振興土木事業より農村土木の振興に及ぶ」『土木工学』第3 巻10 号1933 年44
）中村陸英、尾高煌之助「日本経済史～二重構造」岩波書店1989年pp.60-6i45
）岸田正一「昭和 フ年度時局匡救事業の成績を顧みて」r道路の改良』第 】5巻6 号1933年46
）小坂忠一「産業開発・農村振興道路改良事業大要」『±木』第31号1936 年47
）東京市、名古屋市等の市でも農漁村地域で時局匡救事業は展開された。48
）内務省土木局「土木会議の成立とその経過（-1 ）」r水利と土木丿 第6 巻 川号1933 年
内務省土木局「土木会議の成立とその経過(-2 ）」「水利と土木」第6 巻12 号1933 年
内務省土木局「土木会議の成立とその経過（-3）」『水利と土木』第7 巻2 号1934 年49
）山本三郎「河川法全面改正に至る近代化戦時業に関する歴史的研究」1933 年 日本河川協会pp.177 ～200
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AStudyonthePublicWorksProjects
intheEarlyTermofSHOWAEra
―inRelationtotheEmergencyReliefProgram －
ShigekiMATSUURA
TheOctober1929stoch-marketcrashonWallStreet,NewYork,precipitateda
globaleconomicdepression(GreatDepression),throwingtheeconomyandpeople
ofJapanintoapanic.InJapan,TakahashiKorekiyo,onhisappointmentasthe
FinancialMinisterinDecember1931,initiatedreflationarymeasurethrougha
programforaggressivepublicspending(EmergencyReliefPrigram).
Thecenterpieceoftheprogramwasaseriesofpublicworksprojectscarriedout
byTownsandVillagesin1932to1934.Inthoseprojects,theMinistryofHome
Affairsplayedaleadingrole.alongwiththeMinistryofAgricultureandForestry ・Althoughtheywereorganizedasemergencymeasures,thosepublicworksprojectshadagreatimpactontheSubsequentsystemfortheexecutionofprojects.
